
区　　　分

予 算 - 件
条 例 案 - 件 議案　- 件
その他議案 - 件
諮 問 1 件
認 定 - 件
報 告 - 件
提 出 - 件

計 1 件

◎諮問
（１件）

　健康福祉部 諮問について 　三重県多気度会福祉事務所長が行った生活保護費の不適正受
給に係る支給済保護費の徴収決定において、納付がなかったた
めに行った督促に対する行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０
号）第５条の規定による審査請求について、地方自治法（昭和２２
年法律第６７号）第２３１条の３第７項の規定により諮問する。

平成２７年第２回三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案・その２）

件　　　名 概　　　要

【１】

資料１ 



区　　　分

予 算 4 件
条 例 案 11 件 議案　23件
その他議案 8 件
諮 問 - 件
認 定 - 件
報 告 29 件
提 出 1 件

計 53 件

◎予算
（４件）

　 総務部 【１】 平成27年度三重県一般会計補正予算（第１号）
　（補正額　　　約１８９億３千万円）
 

【２】 平成27年度三重県流域下水道事業特別会計補正予算（第１号）
　（補正額　　　約２４億３千万円）

【３】 平成27年度三重県電気事業会計補正予算（第１号）
　（補正額　　　約１千万円）

【４】 平成27年度三重県病院事業会計補正予算（第１号）
　（補正額　　　１万円）

◎条例案
（１１件） 【５】

　戦略企画部

平成２７年第２回三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案・その３）

件　　　名 概　　　要

行政手続における特定の個
人を識別するための番号の
利用等に関する法律に基づ
く個人番号の利用に関する
条例案

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律第９条第２項に基づく個人番号の利用に関し、知事
部局内の複数の事務における特定個人情報の授受及び利用を行
うため、規定を整備するものである。

（平成２８年１月１日から施行）

〇行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
　（利用範囲）
第９条　（略）
２　地方公共団体の長その他の執行機関は、福祉、保健若しくは医療その他の社会保障、地方税（地方税法
　（昭和２５年法律第２２６号）第１条第１項第４号に規定する地方税をいう。以下同じ。）又は防災に関する事務
　その他これらに類する事務であって条例で定めるものの処理に関して保有する特定個人情報ファイルにおい
　て個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個人番号を利用することができる。当該事
　務の全部又は一部の委託を受けた者も、同様とする。
３～５　 （略）

＜参考＞ 

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

【６】
　農林水産部




（主な制定内容）

【７】
　戦略企画部

(1)

(2)

(3)

(4)

【８】
　総務部

三重県水源地域の保全に
関する条例案

   水が県民共有の貴重な財産であり、森林の有する水源の涵養機
能が水の供給に重要な役割を果たしていることに鑑み、水源地域
の保全に関し、基本理念を定め、県、土地所有者等、事業者及び
県民の責務を明らかにするとともに、県の施策の基本となる事項、
水源地域における適正な土地の利用の確保を図るための措置そ
の他必要な事項を定めることにより、森林の有する水源の涵養機
能の維持増進を図るものである。

（公布の日（一部平成２８年１月１日）から施行）

(1)
(2)
(3)
(4)
(5)
(6)

水源地域の保全に関する基本理念を定める。
県、土地所有者等、事業者及び県民の責務を定める。
水源地域の保全に関する県の基本施策を定める。
水源地域及び特定水源地域の指定に関する事項を定める。
水源地域内の土地の所有権等の移転等の届出に関する事項を定める。
報告の徴収及び立入調査等、助言、勧告、公表並びに過料について定める。

三重県個人情報保護条例
の一部を改正する条例案

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律の制定に鑑み、同法にのっとった特定個人情報の取
扱いを行うこと等についての規定を整備するものである。

（平成２７年１０月５日（一部公布の日、平成２８年１月１日及び
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律附則第１条第５号に掲げる規定の施行の日）から
施行）

（主な改正内容）

特定個人情報等の用語について定義する。

特定個人情報の利用及び提供の制限について規定する。

保有特定個人情報の開示、訂正、利用停止等について規定する。

その他規定を整備する。

〇行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
　（地方公共団体等が保有する特定個人情報の保護）
第３１条　地方公共団体は、行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人情報保護法、個人情報保護法
　及びこの法律の規定により行政機関の長、独立行政法人等及び個人番号取扱事業者（特定個人情報ファイ
　ルを事業の用に供している個人番号利用事務等実施者であって、国の機関、地方公共団体の機関、独立行
　政法人等及び地方独立行政法人以外のものをいう。以下この節において同じ。）が講ずることとされている措
　置の趣旨を踏まえ、当該地方公共団体及びその設立に係る地方独立行政法人が保有する特定個人情報の
　適正な取扱いが確保され、並びに当該地方公共団体及びその設立に係る地方独立行政法人が保有する特
　定個人情報の開示、訂正、利用の停止、消去及び提供の停止（第２３条第１項及び第２項に規定する記録に
　記録された特定個人情報にあっては、その開示及び訂正）を実施するために必要な措置を講ずるものとす
　る。

職員の再任用に関する条例
の一部を改正する条例案

   被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の
一部を改正する法律による地方公務員等共済組合法及び厚生年
金保険法の一部改正に伴い、規定を整理するものである。

（平成２７年１０月１日から施行）
（主な改正内容）
   地方公務員等共済組合法等の一部改正に伴い、条例で引用する法律を整理
する。

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

【９】
　総務部
　つづき

（主な改正内容）

(1) 県民税

(2) 事業税

※原則として条例案のみ記
(3) 地方消費税

①

②

(4) 不動産取得税

(5) 県たばこ税

①

②

(6) その他規定を整備する。

三重県職員退職手当支給
条例の一部を改正する条例
案

   被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の
一部を改正する法律による地方公務員等共済組合法の一部改正
に伴い、規定を整理するものである。

（平成２７年１０月１日から施行）
（主な改正内容）
   地方公務員等共済組合法の一部改正に伴い、条例で引用する法律を整理す
る。

【１０】
三重県県税条例等の一部
を改正する条例案

 　地方税法等の一部を改正する法律による地方税法等の一部改
正等に鑑み、県民税、事業税、地方消費税、不動産取得税、県た
ばこ税等についての規定を整備するものである。

（公布の日、平成２７年１０月１日、平成２８年１月１日、平成２８
年４月１日及び大気汚染防止法の一部を改正する法律の施行
の日から施行）

未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課
税措置について、契約不履行等事由が生じた場合、当該契約不履行等事由
による当該未成年者口座の廃止の際、当該未成年者口座内の上場株式等の
配当等の支払及び譲渡があったものとして配当割及び株式等譲渡所得割を
課する。

（平成２８年１月１日から施行）

資本金の額又は出資金の額一億円超の普通法人の事業税の税率について、
外形標準課税の拡大に向け、税率を改正する。

（平成２８年４月１日から施行）

税率の引上げ時期を平成29年4月1日に変更する。

（公布の日から施行）

譲渡割の納税義務の対象となる課税資産の譲渡等から特定資産の譲渡
等を除くとともに、特定課税仕入れを行った事業者に納税義務を課する。

（平成２７年１０月１日から施行）

都市再生特別措置法に基づき認定事業者が取得する公共施設等に係る課税
標準の特例措置を規定する。

（公布の日から施行）

旧三級品の紙巻たばこに係る特例税率を廃止する。なお、実施時期につ
いては、激変緩和等の観点から、平成２８年４月１日から平成３１年４月１日
までに、４段階で行う。

税率の引上げ日前に売渡し等が行われた紙巻たばこ三級品を同日に販
売のため所持する一定の卸売販売業者等及び小売販売業者に対して、
手持品課税を行う。

（平成２８年４月１日から施行）



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　総務部
　つづき

（主な改正内容）

(1)

① 特例措置の適用対象の改正

②

(2)

・

(3)

・

　健康福祉部

【１１】
三重県半島振興対策実施
地域における県税の特例措
置に関する条例等の一部を
改正する条例案

   山村振興法第十四条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用
される場合等を定める省令等の一部を改正する省令による半島振
興法第十七条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用される場
合等を定める省令等の一部改正等に鑑み、県税の特例措置につ
いての規定を整備するものである。

（公布の日から施行）

三重県半島振興対策実施地域における県税の特例措置に関する条例の一
部改正

半島振興対策実施地域の区域内において設備を新設し、又は増設した者
に対して行う事業税、不動産取得税及び県固定資産税の特例措置につい
て、地方交付税による減収補てん措置の対象を規定する総務省令が改正
されたため、当該措置の対象が合致するよう、次の改正を行う。

イ　 対象業種の追加

　　 情報サービス業等及び農林水産物等販売業を対象業種に追加す
　　 る。

ロ 　適用期限の設定

　　 設備の新設又は増設の期限を、平成２９年３月３１日まで２年延長す

　　 る。
その他規定を整備する。

三重県過疎地域における県税の特例措置に関する条例の一部改正

特例措置の適用期限の延長

過疎地域内において設備を新設し、又は増設した者に対して行う事業税、
不動産取得税及び県固定資産税の特例措置について、地方交付税によ
る減収補てん措置の対象を規定する総務省令が改正されたため、設備の
新設又は増設の期限を、平成２９年３月３１日まで２年延長する。

三重県離島振興対策実施地域における県税の特例措置に関する条例の一
部改正

特例措置の適用期限の延長

離島振興対策実施地域内において設備を新設し、又は増設した者に対し
て行う事業税、不動産取得税及び県固定資産税の特例措置について、地
方交付税による減収補てん措置の対象を規定する総務省令が改正された
ため、設備の新設又は増設の期限を、平成２９年３月３１日まで２年延長す
る。

【１２】
三重県看護職員等修学資
金返還免除に関する条例の
一部を改正する条例案

　地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため
の関係法律の整備に関する法律による保健師助産師看護師法及
び歯科技工士法の一部改正に伴い、養成施設に関する規定を整
理するものである。

　（公布の日から施行）
（主な改正内容）
   保健師助産師看護師法及び歯科技工士法の一部改正に伴い、養成施設を指
定する者を「厚生労働大臣」から「都道府県知事」に改正する。

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　環境生活部

　農林水産部

（主な制定内容）

　教育委員会

◎その他議案
（８件）

　県土整備部

【１３】
三重県特定非営利活動促
進法施行条例の一部を改
正する条例案

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律による
住民基本台帳法の一部改正に鑑み、規定を整備するものである。

（平成２７年１０月５日から施行）
（主な改正内容）
　 特定非営利活動法人の設立の認証申請に当たり、役員に係る本人確認情報を
利用する場合の住民基本台帳法の引用条項を削る。

【１４】
三重県食の安全・安心の確
保に関する条例の一部を改
正する条例案

   食品表示法の施行及び食品衛生法の一部改正に伴い、規定を
整理するものである。

（公布の日から施行）

   食品表示法の施行及び食品衛生法の一部改正に伴い、条例で引用する法
律を整理する。

【１５】
公立学校職員の退職手当
に関する条例の一部を改正
する条例案

   被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の
一部を改正する法律による地方公務員等共済組合法の一部改正
に伴い、規定を整理するものである。

（平成２７年１０月１日から施行）
（主な改正内容）
   地方公務員等共済組合法の一部改正に伴い、条例で引用する法律を整理す
る。

【１６】
土木関係建設事業に対す
る市町の負担について

   平成２７年度において県の行う土木関係建設事業は、市町内の
公共施設等の機能を高め、住民福祉の増進に寄与するものであ
り、その利益を受ける限度に応じ、経費の一部について、当該市
町に負担を求めるものである。



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　健康福祉部 工事請負契約について

〇場所 津市大里窪田町字西穴川340番5
他１筆

〇契約金額 4,943,160,000円
〇契約方法 一般競争入札
〇請負者住所氏名 津市羽所町３７５

清水・北村・丸亀特定建設工事共同企
業体
代表者　清水建設株式会社名古屋支
店三重営業所
所長　恒川　成司

〇工事の概要 ＲＣ造一部鉄骨造　４階建
延べ面積　１７，２００．６２㎡
上記に係る建築工事一式

工事請負契約について

〇 場所 津市大里窪田町字西穴川３４０番５
他１筆

○ 契約金額 1,140,264,000円
○ 契約方法 一般競争入札
○ 請負者住所氏名 津市高茶屋二丁目１２－３

東邦・桑名・三重電業特定建設工事共
同企業体
代表者　東邦電気工業株式会社三重
営業所
所長　池村　勝

○ 工事の概要　 ＲＣ造一部鉄骨造　４階建
延べ面積　１７，２００．６２㎡
上記に係る電気設備工事一式

【１７】
   三重県こども心身発達医療センター（仮称）及び併設特別支援
学校建築工事

【１８】
  三重県こども心身発達医療センター（仮称）及び併設特別支援
学校電気設備工事



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　農林水産部 工事請負契約について
○場所 四日市市富双一丁目１番地の３
○契約金額 543,024,000円
○契約方法 一般競争入札
○請負者住所氏名 四日市市富双一丁目１番地の３

鈴木造船株式会社
代表取締役　　鈴木　幸志郎

○工事の概要 漁業取締船建造工事　１式
アルミニウム合金製、計画総トン数４５トン

　県土整備部

〇場所 伊賀市諏訪地内～三田地内
〇契約金額 変更前 2,669,625,000円

変更後 2,932,657,920円
〇契約方法 随意契約
〇請負者住所氏名 四日市市鵜の森一丁目４番３号

所長　安井　信
〇工事の概要 トンネル工   Ｌ＝１,５２８ｍ

【１９】
　漁業取締船建造工事

【２０】
工事請負契約の変更につ
いて

   一般国道４２２号三田坂バイパス道路改良(三田坂トンネル(仮
称))工事

鹿島・日本土建・廣嶋特定建設工事共
同企業体
代表者 鹿島建設株式会社三重営業所



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　県土整備部
　つづき

〇場所 四日市市楠町北五味塚地内
〇契約金額 変更前 773,485,200円

変更後 775,027,440円
〇契約方法 随意契約
〇請負者住所氏名 四日市市高砂町８番２９号

代表者　高砂建設株式会社
代表取締役　梅田　次男

〇工事の概要　 施工延長 Ｌ＝４４８．４ｍ
護岸工 Ｌ＝４４８．４ｍ
鋼管矢板打設工（φ９００～１４００㎜）

Ｎ＝３７５本

〇場所
〇契約金額 変更前 715,381,200円

変更後 717,911,640円
〇契約方法 随意契約
〇請負者住所氏名

代表者　松岡建設株式会社
代表取締役社長　松岡　伸年

〇工事の概要　 施工延長　 Ｌ＝４３０．６ｍ
護岸工　 Ｌ＝４３０．６ｍ
鋼管矢板打設工（φ７００～１４００㎜）

Ｎ＝３７６本

【２１】
工事請負契約の変更につ
いて

北勢沿岸流域下水道（南部処理区）南部浄化センター第２期建
設事業護岸工事（その１）

高砂・信藤特定建設工事共同企業体

【２２】
工事請負契約の変更につ
いて

北勢沿岸流域下水道（南部処理区）南部浄化センター第２期建
設事業護岸工事（その２）

四日市市楠町北五味塚地内

三重郡川越町大字亀崎新田５１番地１
松岡・穂積特定建設工事共同企業体



区　　　分 件　　　名 概　　　要

  警察本部   ヘリコプターテレビシステム機上設備の購入

〇　金額　106,596,000円

◎報告
（２９件）

　健康福祉部

損害賠償額 733,946円

　県土整備部

損害賠償額 7,500円

【２３】
財産の取得について

【２４】
専決処分の報告について 平成27年３月４日津市半田地内の県道津久居線において発生し

た津保健所（保健衛生室）に係る自動車による公務上の事故に関
して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【２５】
専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成２７年１月２９日伊賀市比自岐地内の県道枡川青山線にお
いて発生した伊賀建設事務所（保全室）に係る自動車による公務
上の事故に関して損害賠償の額について和解した。



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　県土整備部
　つづき

損害賠償額 129,600円

　警察本部

損害賠償額 381,190円

損害賠償額 151,770円

【２６】
専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成２７年２月６日鈴鹿市平田地内の駐車場において発生した
鈴鹿建設事務所（事業推進室）に係る自動車による公務上の事故
に関して損害賠償の額について和解した。

【２７】
専決処分の報告について 　平成２５年６月１３日津市高茶屋小森町地内の市道において発生

した捜査第一課に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠
償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

【２８】
専決処分の報告について 　平成２６年６月１２日伊勢市神田久志本町地内の県道伊勢南島

線において発生した伊勢警察署に係る自動車による公務上の事
故に関して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　警察本部
　つづき

損害賠償額 1,684,632円

損害賠償額 30,800円

損害賠償額 68,140円

【２９】
専決処分の報告について 　平成２６年６月１７日四日市市大字西阿倉川地内の市道において

発生した四日市北警察署に係る自動車による公務上の事故に関
して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【３０】
専決処分の報告について 　平成２６年８月２４日鈴鹿市三日市町地内の県道鈴鹿環状線に

おいて発生した機動捜査隊に係る自動車による公務上の事故に
関して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について

【３１】
専決処分の報告について 　平成２６年１０月６日桑名市中央町二丁目地内の駐車場において

発生した桑名警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損
害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　警察本部
　つづき

損害賠償額 199,720円

損害賠償額 46,008円

損害賠償額 262,386円

【３２】
専決処分の報告について 　平成２６年１０月９日鈴鹿市磯山二丁目地内の国道２３号におい

て発生した四日市南警察署に係る自動車による公務上の事故に
関して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【３３】
専決処分の報告について 　平成２６年１１月６日津市久居明神町地内の国道１６５号において

発生した運転免許センターに係る自動車による公務上の事故に関
して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【３４】
専決処分の報告について 　平成２６年１１月７日松阪市飯高町宮前地内の国道１６６号におい

て発生した松阪警察署に係る自動車による公務上の事故に関して
損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　警察本部
　つづき

損害賠償額 38,569円

損害賠償額 68,012円

損害賠償額 65,880円

【３５】
専決処分の報告について 　平成２６年１２月３日松阪市川井町地内の県道松阪第二環状線

において発生した組織犯罪対策課に係る自動車による公務上の
事故に関して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【３６】
専決処分の報告について 　平成２６年１２月１２日四日市市南浜田町地内の駐車場において

発生した四日市南警察署に係る自動車による公務上の事故に関
して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【３７】
専決処分の報告について 　平成２６年１２月１７日鈴鹿市加佐登四丁目地内の県道神戸長沢

線において発生した鈴鹿警察署に係る自動車による公務上の事
故に関して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　警察本部
　つづき

損害賠償額 74,754円

損害賠償額 70,000円

損害賠償額 344,650円

【３８】
専決処分の報告について 　平成２６年１２月１８日津市長岡町地内の市道において発生した

津警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償の
額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【３９】
専決処分の報告について 　平成２６年１２月３０日伊賀市服部町地内の駐車場において発生

した伊賀警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠
償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【４０】
専決処分の報告について 　平成２７年１月３日伊賀市島ヶ原地内の国道１６３号において発

生した伊賀警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害
賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　警察本部
　つづき

損害賠償額 5,820円

損害賠償額 177,120円

損害賠償額 122,000円

【４１】
専決処分の報告について 　平成２７年２月１０日津市本町地内の国道２３号において発生した

鑑識課に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償の額
について和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

【４２】
専決処分の報告について 　平成２７年２月１１日鈴鹿市住吉一丁目地内の市道において発生

した鈴鹿警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠
償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

【４３】
専決処分の報告について 　平成２７年３月８日亀山市川合町地内の市道において発生した

亀山警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償
の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　教育委員会

損害賠償額 96,798円

　県土整備部

損害賠償額 7,063円

　総務部    地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。

【４４】
専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

   平成２７年３月１３日伊勢市常磐地内の市道において発生した県
立特別支援学校玉城わかば学園に係る自動車による公務上の事
故に関して損害賠償の額について和解した。

【４５】
専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成２７年１月１６日名張市滝之原地内の国道３６８号において、
道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額につ
いて和解した。

【４６】
平成26年度三重県一般会
計繰越明許費繰越計算書



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　総務部    地方自治法施行令第１５０条第３項の規定に基づくもの。
　つづき

　農林水産部    地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。

【４７】
平成26年度三重県一般会
計事故繰越し繰越計算書

〇事故繰越し内容・理由
　①砂防災害関連事業費（県土整備部）
　　　　河川内の出水期における工事の実施について、地元住民との調整に不測の日数を要したため。
　②林道施設災害復旧事業費（農林水産部）
　　　　平成２６年８月の台風に伴う豪雨により、施行箇所への唯一の工事用進入路の路肩が崩落し、その復旧
     に不測の日数を要したため。
　③平成２３年災害土木（建設）復旧費（県土整備部）
　　　　工事現場内で発生した巨石を破砕する際の騒音調査及び対策工法の検討に不測の日数を要したた
　　 め。

【４８】
平成26年度三重県地方卸
売市場事業特別会計繰越
明許費繰越計算書

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　県土整備部    地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。

   地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。

　企業庁    地方公営企業法第２６条第３項の規定に基づくもの。

【４９】
平成26年度三重県港湾整
備事業特別会計繰越明許
費繰越計算書

【５０】
平成26年度三重県流域下
水道事業特別会計繰越明
許費繰越計算書

【５１】
平成26年度三重県工業用
水道事業会計予算繰越計
算書



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　企業庁    地方公営企業法第２６条第３項の規定に基づくもの。
　つづき

◎提出
（１件）

〇法人名
　三重県土地開発公社、三重県道路公社、（公財）三重県下水道公社、
　（公財）三重県文化振興事業団、（公財）三重県国際交流財団、
　（公財）三重県動物愛護管理センター、（公財）三重こどもわかもの育成財団、
　（公財）三重県農林水産支援センター、（公財）三重県水産振興事業団、
　（公財）暴力追放三重県民センター

【５２】
平成26年度三重県電気事
業会計予算繰越計算書

【５３】
県の出資等に係る法人の経
営状況に関する説明書

   地方自治法第２４３条の３第２項及び同法施行令第１７３条の規
定により、三重県土地開発公社など１０法人の経営状況を説明す
る書類を提出するものである。

＜参考＞ 



区　　　分

予 算 - 件
条 例 案 - 件 議案　 1件
その他議案 1 件
諮 問 - 件
認 定 - 件
報 告 - 件
提 出 - 件

計 1 件

◎その他議案
（１件）

　健康福祉部 工事請負契約について

〇場所 津市大里窪田町字西穴川３４０番５
他1筆

〇契約金額 1,622,786,400円
〇契約方法 一般競争入札
〇請負者住所氏名 津市羽所町７００番地

朝日・前橋・増川特定建設工事共同企
業体
代表者　株式会社朝日工業社三重営
業所
所長　三井　眞文

〇工事の概要 ＲＣ造一部鉄骨造　４階建
延べ面積　１７，２００．６２㎡
上記に係る機械設備工事一式

   三重県こども心身発達医療センター（仮称）及び併設特別支援
学校機械設備工事

平成２７年第２回三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案・その４）

件　　　名 概　　　要

【１】



　平成２７年 第２回定例会日程（５月～６月）

月 日 曜 備　　考

５月 ２８日 木 休　会 議会運営委員会
２９日 金 休　会
３０日 土
３１日 日

６月 １日 月 委員会 人口減少対策調査特別委員会（年間計画策定）
２日 火 休　会

３日 水 本会議 議案上程（６月定例月会議）
議案聴取会
議会運営委員会

４日 木 休　会
５日 金 休　会
６日 土
７日 日
８日 月 本会議 代表質問　議案質疑 議会運営委員会
９日 火 休　会
１０日 水 本会議 一般質問
１１日 木 休　会
１２日 金 本会議 一般質問
１３日 土
１４日 日
１５日 月 休　会
１６日 火 本会議 一般質問
１７日 水 休　会 （予算決算常任委員会総括質疑）

１８日 木 委員会
付託議案審査〔戦略企画雇用経済、防災県土整備企業、
健康福祉病院の各常任委員会・分科会〕

１９日 金 委員会
付託議案審査〔総務地域連携、環境生活農林水産、
教育警察の各常任委員会・分科会〕

２０日 土
２１日 日

２２日 月 委員会
付託議案審査〔戦略企画雇用経済、防災県土整備企業、
健康福祉病院の各常任委員会・分科会〕

２３日 火 委員会
付託議案審査〔総務地域連携、環境生活農林水産、
教育警察の各常任委員会・分科会〕

２４日 水 休　会 （常任委員会予備日）
２５日 木 休　会 （委員会等予備日）
２６日 金 委員会 予算決算常任委員会（採決）
２７日 土
２８日 日

２９日 月 休　会
代表者会議
議会運営委員会

３０日 火 本会議 採決（６月定例月会議）

※ 請願陳情の受理
・ ６月３日（水）　午後５時

※ 文書による質問ができる期間
・ ３月１８日（水）～６月２日（火）

日　　　　　　程

資料２ 



平成２７年第２回定例会　６月定例月会議

１　開催年月日 平成２７年６月３日（水）

全員協議会終了後

２　場　　　所 全員協議会室

３　聴　取　順　

○

○

○ ○

○○

○

○

○農林水産部

○

○

雇用経済部

環境生活部

教育委員会

県土整備部

提出

○

地域連携部

○

○

○

○

健康福祉部 ○

企業庁 ○

○

病院事業庁 ○

所　管　名

警察本部 ○

○

戦略企画部 ○

○

防災対策部 ○

○

議案聴取会日程（案）

報告

総務部 ○ ○

議案 諮問

○

資料３ 



 

質 問 者 一 覧 表（案） 

平成２７年第２回定例会（６月定例月会議） 

 

月 日（曜） 質問区分 順序・氏名（会派） 

 ６月８日（月） 代表質問 

１ ２ 

 

 議員 

 

みえ） 

議員 

（新政みえ） 

議員 

（自民党） 

 ６月１０日（水） 一般質問 

１ ２ ３ ４ 

 議員 

（新政みえ） 

 議員 

（自民党） 

 議員 

（鷹山） 

 議員 

（公明党） 

 ６月１２日（金） 一般質問 

１ ２ ３ ４ 

 議員 

（日本共産党） 

 議員 

（新政みえ） 

 議員 

（自民党） 

 議員 

（新政みえ） 

 ６月１６日（火） 一般質問 

１ ２ ３ ４ 

  議員 

（自民党） 

 議員 

（新政みえ） 

 議員 

（自民党） 

 議員 

（新政みえ） 

 

（参考） ・代表質問時間（答弁を含む。）は、一人７０分程度。 

・一般質問時間（答弁を含む。）は、一人６０分程度。 

          ・関連質問 

新政みえ  ７回   自民党  ５回   鷹山  １回   公明党  １回   日本共産党  １回 

能動    １回   大志   １回   草の根運動みえ １回 
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請願の処理経過及び結果の報告 

 

 

 

○ 平成２４年第１回定例会で採択された請願 

・ 県産材の利用拡大に向けた支援制度の創設を求めることについて 

 

○ 平成２７年第１回定例会２月定例月会議で採択された請願 

・ 子ども医療費窓口無料化について 

・ 子ども医療費助成制度の対象年齢について 
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意見書・決議案の提出期限 

 

 

 

委員会提出 

 

委員会開催当日 

 

 

 

議員発議 

   

６月２３日（火）午後５時まで 
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６月３日の議事予定 
 

 
開 議 

諸報告   ・議案等の配付について 

      ・県の出資等に係る法人の経営状況に関する説明書の配付について 

      ・三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例に基づ

く予算に関する補助金等に係る資料の配付について 

      ・例月出納検査結果報告書の配付について 

      ・請願・陳情処理経過一覧表の配付について 

日程第１  議案第９８号から議案第１２１号まで並びに諮問第１号 

〔提案説明〕 

休会の件 

散 会 
 

全員協議会 

議案聴取会 

議会運営委員会 

予算決算常任委員会拡大理事会 

広聴広報会議 
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